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世界貿易が変化する中での
国際肥料市場の情勢

　わが国は、作物生産において必要不可欠な肥料の原料の多くを海外に依存していることから、国際市況の影響を強く
受けざるを得ない状況にある。しかし、近年になって化学肥料原料の調達に重大な支障が生じる諸問題が生じている。
そこで、FAO・AMISが2025年５月14日に公表した肥料市場見通し（AMIS Market Monitor）によって、近年の国
際肥料市場をめぐる情勢を概観してみたい。

１．AMISの役割
　 国 連 食 糧 農 業 機 関（FAO：Food and Agriculture 
Organization of the United Nations）の農業市場情報
シ ス テ ム（AMIS：Agricultural Market Information 
System）では、農産物の主要貿易国の協力を得て、世
界の食料供給（小麦、トウモロコシ、米、大豆を中心に）
を評価し、国際市場が不安定な時期に政策措置を調整す
るためのプラットフォームを提供している。
　AMISは、G20のメンバーに加えて、スペインと８つ
の主要な農産物輸出入国で構成されており、その構成国
は、対象作物の世界の生産、消費、取引量の大部分（通
常は80～90％の範囲）を占めている。AMISは、国際食
品市場における透明性と政策調整を強化することで、最
近ではCOVID-19のパンデミックやウクライナでの戦争
に際して示されたように、農産物の予期せぬ価格上昇を
防ぎ、世界の食料安全保障を強化するのに貢献している。
　肥料市場はこれまである程度の回復力を示している
が、以下で例示するような複数のストレス要因の累積的
な影響を予測することは困難である。しかし、アフリカ、
西アジア、ロシアなどの地域では、肥料生産能力が徐々
に拡大する可能性が高く、不確実性が続く中での強靭性
を高めることが期待される。このような状況において、
AMISは肥料市場の透明性を維持・強化する上で重要な
役割を果たしており、市場動向、政策動向、規制の枠組
みに関する議論を促進し、タイムリーな情報を共有する
ことにより、より安定的で予測可能な世界貿易環境に貢
献し続けている。

２．国際肥料市場をめぐる情勢
　世界における消費量が年々増加する中、肥料は広く取
引されている商品であり、2024年には約１億6,900万ト
ンが国境を越えて取引された。世界の食料生産の約半分
が化学肥料の使用に依存していることを考慮すると、肥
料取引市場の混乱は、世界の食料安全保障の不確実性を
高めていると言える。
　近年、肥料の取引パターンに顕著な変化が現れている。
2021年、世界の尿素輸出量の約15％、りん酸肥料輸出量
の30％を占める中国は、輸出禁止と追加の検査要件に
よって、世界市場への供給を制限し始めた。その後、同
対策はさらに強化されている。その結果、中国の尿素肥
料とりん酸肥料の輸出量は、それぞれ95％と21％減少し、

貿易相手国は他の原産地から調達することを余儀なくさ
れた。
　また、ベラルーシに対する制裁（2020年以降）、ウク
ライナ戦争（2022年以降）、2024年の紅海での海難事故
やパナマ運河の航行性の低下など、いくつかの地政学的・
物流的な課題が緊張を高めている。これらの問題の一部
はその後緩和されたが、リスクと保険コストの上昇は依
然として世界貿易の重石となっている。
　一方、このような混乱にもかかわらず、世界の肥料市
場は全体的に回復力があることが証明されている。例え
ば、世界トップの尿素輸入国であるインドは、中国に代
わって中東とロシアを主な原産地として、尿素肥料の国
内生産を増やした。原料調達先を多様化することで、国
内の尿素需要を満たすことに成功した。
　カリ市場では、物流コストは増加したものの、中国へ
の鉄道ルートの利用が増加したため、ベラルーシとロシ
アからの輸出は2023年に回復した。同時に、アジアのカ
リ取引におけるラオスの役割が高まっていることに示さ
れるように、新興の輸出業者が世界貿易でより目立つ存
在となっている。
　対照的に、りん酸肥料市場は依然として制約が強い状
況にある。ロシアやサウジアラビアなどの主要供給国か
らの輸出量は、ほぼ横ばいである。また、モロッコは
2022年以降、りん酸塩の輸出を着実に増加させているが、
この増加は中国からの製品輸出の大幅な減少を補うには
不十分である。これらの主要生産国で追加の生産能力を
導入しなければ、世界の輸出量は、少なくとも2027年か
ら2028年まで以前のレベルを下回ると予想される。
　現在、米国の関税政策の変更は、その影響を受ける国
による報復措置の可能性とともに、市場の不確実性をさ
らに高めている。米国へのすべての肥料貿易の流れは、
特定の協定が適用されない限り、2025年５月現在、一律
10％の関税の対象となっている。例えば、カナダからの
カリ輸入は、当初は普遍的な関税に含まれていたが、そ
の後、米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）の規定
に準拠していることを条件に免除されるようになった。
当初、これらの関税は主に米国の農家に影響を与える可
能性もあったが、貿易相手国からの報復措置の可能性は、
より広範な波紋を引き起こす可能性がある。カナダが対
抗措置を課した場合、2020年から2024年にかけて輸入量
の75％が米国から供給されたことを考えると、カナダの
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農家はりん酸塩のコスト増加に直面する可能性がある。

３．わが国の肥料市場をめぐる情勢
　AMIS（Market Monitor 2025年４月号）によると、
肥料価格は2025年４月にも小幅な上昇を示した。これは、
中国の輸出制限とインドの旺盛な需要が引き続き市場を
引き締める主な要因となり、貿易政策の変更は引き続き
不確実性の源となっている。今後の価格動向は、北半球
の購入シーズンの終了後に季節的な下降軌道をたどる可
能性も高いが、中国の輸出制限が続く中でインドが低水
準の国内在庫を引き上げる動きをすれば、価格が高止ま
りする可能性もある。
　また、農林水産省「肥料をめぐる情勢」（2025年４月）
によると、主な化学肥料の原料である尿素、りん安（り
ん酸アンモニウム）、塩化加里（塩化カリウム）は、ほ
ぼ全量を輸入に依存している。世界的に資源が偏在して
いるため、輸入相手国も偏在し、尿素はマレーシア及び

中国、りん安は中国、塩化加里はカナダが主な輸入相手
国である。なお、2024年における主要国の肥料原料産出
量は、りん鉱石は中国110,000千トン（世界の46％）、モ
ロッコ30,000千トン（同13％）、米国20,000千（同８％）、
ロシア14,000千トン（同６％）、カリ鉱石はカナダ15,000
千トン（同31％）、ロシア9,000千トン（同19％）、ベラルー
シ7,000千トン（同15％）、中国6,300千トン（同13％）で
あった（表１～２参照）。
　2021年秋以降、中国による肥料原料の輸出検査の厳格
化のほか、ロシアによるウクライナ侵略の影響により、
わが国の化学肥料原料の輸入が停滞したことを受け、代
替国から調達する動きがみられる。しかし、わが国の化
学肥料（高度化成肥料）は、製造コストの約６割（経済
産業省「平成24年度中小企業支援調査化学肥料製造にお
ける実態調査」）を原材料費が占めており、原料の多く
を輸入に頼っていることから、肥料価格は原料の国際価
格や運送費の影響を大きく受ける構造となっている。

表１　りん鉱石の2024年産出量及び経済可採埋蔵量
単位：鉱石千トン、％

国名
産出量 経済可採埋蔵量

割合 割合
中国 110,000 46 3,700,000 5
モロッコ 30,000 13 50,000,000 68
米国 20,000 8 1,000,000 1
ロシア 14,000 6 2,400,000 3
ヨルダン 12,000 5 1,000,000 1
サウジアラビア 9,500 4 1,000,000 1
ブラジル 5,300 2 1,600,000 2
エジプト 5,000 2 2,800,000 4
ペルー 5,000 2 210,000 0
チュニジア 3,300 1 2,500,000 3
その他 25,900 11 7,790,000 11
世界計 240,000 100 74,000,000 100
資料：USGS「Mineral Commodity Summaries」2025報告書
　注）経済可採埋蔵量は、現在のコスト水準、技術レベルで採掘可能な量

表２　カリ鉱石の2024年産出量及び経済可採埋蔵量
単位：鉱石千トン、％

国名
産出量 経済可採埋蔵量

割合 割合
カナダ 15,000 31 4,500,000 45
ロシア 9,000 19 - -
ベラルーシ 7,000 15 3,300,000 33
中国 6,300 13 - -
ドイツ 3,000 6 - -
イスラエル 2,400 5 - -
ヨルダン 1,800 4 - -
ラオス 1,500 3 - -
チリ 750 2 - -
米国 420 1 970,000 10
その他 830 2 1,230,000 12
世界計 48,000 100 10,000,000 100
資料：USGS「Mineral Commodity Summaries」2025報告書
　注）経済可採埋蔵量は、現在のコスト水準、技術レベルで採掘可能な量


